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当社株式等の大規模買付行為に関する対応方針(買収防衛策)の非継続について 

 

当社は、平成20年6月27日開催の当社第57回定時株主総会にて継続のご承認いただきました、「当

社株式等の大規模買付行為に関する対応方針(買収防衛策)」(以下「本プラン」といいます。)を導

入いたしておりますが、本プランの有効期限は本年6月29日開催予定の当社第58回定時株主総会（以

下「本定時株主総会」といいます。）の終結の時までとなっております。 

当社は、平成21年5月15日開催の取締役会において、本定時株主総会終結の時をもって本プランを

継続しないことを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

当社は、平成19年5月18日開催の当社取締役会において、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

を確保・向上させることを目的として、当社株式の大規模買付行為に関する対応方針(買収防衛策)

の具体的な内容を決定し、平成19年6月28日開催の当社第56回定時株主総会における株主の皆様のご

承認を得て導入いたしております。 

 一方、その後成立した金融商品取引法により、経営関与に向けた重大提案行為等を目的とした株

式取得には特例報告制度の適用が認められず、5営業日以内の「大量保有報告書」の提出が義務付け

られました。また、公開買付けが開始された場合には、発行会社による「買付期間の延長請求」及

び「質問権の行使」が可能となりました。従って、買収防衛策導入の目的である、検討に必要な情

報と時間の確保は、法によりある程度担保されることとなりました。 

 また、昨今、過度の買収防衛策が日本の資本市場の閉鎖性と認識され、かつ国際資金の日本株式

市場からの撤退傾向が指摘される中、企業は資本に対して等しく開かれた存在であることを明確に

すべきとの認識に至りました。 

 その結果、会社は株主のものであり、経営に関する重大な提案がなされた場合、その判断は最終

的に株主にゆだねられるべきとの資本主義の原則に立ち返り、本定時株主総会以降、買収防衛策を

継続しないことと致しました。 

 

以 上 


